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はじめに
　今日のテーマは「地域・大学連携プラット
フォームの創設」ということです。私は龍谷
大学の教授ですが、このプラットフォーム「一
般社団法人京都府北部・地域大学連携機構」
という名前の社団法人を、本年5月13日に設立
しまして、今まさに地域の皆さんと一緒に事
を動かし始めたところです。
　今、グローバリズムということが言われて
いますが、大学も社会も世界全体のことやグ
ローバルなことに対応しなければいけないと
いうことで、いろいろ努力がされております
が、地方自治や地域のことを研究している立
場からすると、足元はどうなっているのだろ
うかと考えてしまいます。特に日本の地域社
会というのは、人口減少時代に入って非常に
厳しい状態にあり、さらに円高ということも
あって、企業やいろいろな資金も含めて外国
にどんどん出ていき、しかもTPPということ
で、ますます厳しい状況が地域に生まれよう
としています。そんな時に、地域の足元がしっ
かりしていないで、グローバリズムだけで済
むのかという問題が非常に気になっています。
私たちが住む生活の現場である地域社会やコ
ミュニティがしっかりしていないと、これか
らの日本は本当に世界の中で漂流するような
国になってしまうのではないか。そのため、
グローバルであると同時にローカルがきちん
と機能するという、グローカリズムという視
点を、日本のこれからの方向性についてしっ

かり持たなければいけないのではないか。と
りわけ、非常に厳しい条件にある農村、中山
間地域、あるいは限界集落、そういうところ
をしっかり見据えた私たちの営みがなければ
いけないのではないかという思いを持ってい
ます。
　さて、今日のお話の一つ目は、このプラッ
トフォーム自体の説明です。それから二つ目
は、これを設立するまでどのようなやり方を
してきたのかということです。三つ目に、こ
のプラットフォームは今年５月に発足したわ
けですが、地域の方々や大学の皆さんにとっ
て、この新しい仕組みで動ける実感がなかな
か持てないということが、研究会レベルであ
りました。そのため、パイロットプロジェク
トというものを既にやっております。これは
典型的な大学と地域との連携プロジェクトで、
とりあえず４プロジェクトが進められていま
すが、それについて進行状況も含めてお話し
できればと思います。そして、さらに今後の展
開についてお話しできればと思っております。

プラットフォーム（機構）について
　まず、機構そのものですが、これはNPOで
もないし財団法人でもありません。一般社団
法人ということで設立したものです。皆様ご
存知だと思いますが、京都府北部は、中丹地
域と丹後地域で５市２町あります。京都府の
振興局の管轄で言いますと、中丹広域振興局
と丹後広域振興局という二つの振興局です。

「大学と地域の連携～京都府北部における
地域・大学連携プラットフォームの創設について～」
（要約）

基調講演

龍谷大学政策学部 教授
富野 暉一郎

JIAMでは、2012年9月21日に「第4回京都大学公共政策大学院・JIAM連携セミナー」を開催しました。
今号では、セミナーにおける基調講演とパネルディスカッションの内容を要約によりご紹介します。
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京都府全体ではだいたい60近い大学がありな
がら、この地域には、実は単科大学が１大学
あるのみで、非常に大学の存在感が薄いとこ
ろです。そういうところでは、大学そのもの
が連携して、大学の総力を挙げて、この地域
にきちっとした対応をするということがなか
なかできなかったということがあります。そ
ういう意味で、大学にある知的資源、人的資源、
あるいは研究資源、そういうすべてのものを
含めて、なんとか京都府北部で機能させてい
きたい、しかも恒常的・継続的に機能させて
いきたいという思いがあったのです。
　その一方で、私どもは７年間文部科学省か
らかなり大きな補助金を導入して、戦略的大
学連携事業という８大学での活動を展開し、
その中で、「地域公共人材」資格制度という新
しい人材育成のシステムを確立してきました。

「地域公共人材」の「地域」とは、ローカルと
理解される方が多いのですが、実はグローカ
ルな視点を持った人材、つまり、地域におい
て活動し世界全体に視点を広げられる、ある
いは世界で動くけれども、地域というしっか
りしたルーツを持っていろいろな仕事が展開
できる人材という意味を担っています。
　戦略的大学連携事業は、こういう方々を育
成するための地域公共政策士という資格フ
レームをつくりました。この大学連携の経験
を併せて京都府北部の地域に展開して、人材
育成や地域の課題解決に資していきたいとい
うことが、この機構を構想する発端でした。
そのような経緯から、この機構には三つの具
体的な目標があります。
　一つ目は、京都府北部における多様な課題
に対応する地域公共人材の育成です。大学も
地域に入ってそのような人材を具体的に学部
学生・大学院生も含めて育成するということ
がありますし、逆に地域においても、人材を
さらに高度化し地域のリーダーや活動家を育
てていくという双方向的な人材育成を考えて
います。
　それから二つ目は、都市農村交流やセクター
横断型の人材の活用などを進めるために、恒

常的な産官学民、つまりすべてのセクターが
連携したプラットフォームを構築し、これを
通じて地域課題の解決、及び地域社会の活性
化を具体的に進めていきたいということです。
　三つ目は、大学の連携です。大学が地域に
個別に対応するのではなくて、プラットフォー
ムを介して大学の連合体として、基本的には
すべて共同事業として地域に対応していくと
いう考え方です。単体としての大学という資
源ではなく、連携大学全体としての資源が複
合的に地域に機能するような形で進めていく
ということです。このプラットフォームは、
大学が一方的に地域に奉仕・貢献するもので
はありません。大学も地域に入ることによっ
て、大学教育の質を向上させる、あるいは大
学院生や学部生も社会に出た時の人間力・課
題解決力が向上できるようなプログラムを開
発し、大学教育そのものを改革することを通
じて、大学が抱えている課題を解決するとい
うことも一つの目標です。もちろん地域側か
ら見れば、地域が抱えている非常に深刻で幅
広い課題を大学の資源を導入することによっ
て軽減・解決し、そして新たな展開を進めるこ
とが、大きな支援となることは明らかでしょう。
　以上三つの目標は、地域社会・大学の抱え
ている課題にどのような変革をもたらすので
しょうか。ここに北部地域の課題群がありま
す。基本的には、地域産業の衰退や雇用機会
の減少、人口減少に伴って、地域社会を維持
できない事態が進行している中で、若い人た
ちや都市の人たちが地域に入って定住化する
ことが非常に困難になっている。そういう課
題について、京都府にある大学群の総合力を
どのように引き出して、課題に対応していく
かという問題があります。特に京都府の大学
には、総数で約14万人の学生がおります。研究・
教育という知的資源だけではなくて、14万人
という若い力をどのように地域に展開するか
が非常に大きな課題であり、地域側にとって
も14万人の学生にどのように地域に入っても
らえるのかということを非常に期待している
ところです。ただ、学生が単に地域に入れば
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いいというものではなくて、やはり大学の教
育カリキュラムの中で、大学の地域貢献のあ
り方そのものが変わり、その結果として、教
育内容や教育の質・レベルが高まり、結果的
に社会に対して大きなバックアップができる
ような人材を輩出するということが大きな要
素だと思います。
　一方大学側では、京都市内に大学が過度に
集中し、京都府北部では単科大学が一つしか
ないという現状があります。また最近特に、
人材を育成する大学の教育力について社会的
批判が厳しくなっているところから、文部科
学省は地域貢献を大学の教育・研究と並ぶ大
学の本来的な役割として規定していますが、
それがうまくいっていないということがあり
ます。そして教育の質保証が厳格化している
中で、地域社会に対する大学のアウトカムや
教育そのもののアウトカムとして、どのよう
な人材が輩出できるかということが厳格に問
われるという問題もあります。また、最近の
多くの大学生は、グローバルな方向に視点が
向く、あるいは大企業志向になる、お役所志
向になるということで、学生自身が地域に目
を向けなくなっています。現代の若者には地
域で生活することの価値が見えなくなってき
ているという問題に、教育の中でどのように
対応していくか、また社会から求められてい
るにもかかわらず、本当の社会のニーズに応
えられない状態になっていることをどうした
らいいかという問題があります。
　それに対して京都府北部は、豊かな地域資
源を大学教育に供給できる地域です。豊かで
質の高い自然資産や多様な観光資源がありま
す。特に日本の形成に関わった深い歴史や朝
鮮半島・大陸とも幅広く長い交流の歴史があ
り、さらに近代以降の日本において近代産業
が始まった時期に、この地域は様々な役割を
果たしてきています。輸出型のちりめん産業
や海軍工廠、社会的企業であるグンゼの創設
などが近代化に大きな役割を果たしました。
それから間

た い ざ

人ガニなどのブランド形成につい
ても、先進的な地域の力を発揮しています。

それ以外にも、地域の連帯力や多様な地域特
性を活かした地域づくりへの努力が多く見ら
れます。そういう意味で、大学教育の課題群
に対して、この地域は非常に大きく貢献して
いただける部分があるのです。こういう相互
関係があって初めて、恒常的かつ継続的な相
互の協力連携ができると私は認識しています。
　次に、プラットフォームはどういう運営体
制と事業内容を持っているのでしょうか。ま
ず運営体制ですが、このプラットフォームは
マルチパートナーシップ、つまり産官学民が
協力して地域と大学との連携を支えるという
ことですので、その運営には大学研究機関等
が当然入っていますし、自治体は京都府、北
部地域の５市２町、ここには全部書ききれま
せんが、もちろんNPOや地域活動団体が入っ
ています。それから、「地域公共政策士」とい
う資格制度を運用している地域公共人材開発
機構もこの法人を支えています。
　事業内容については、一つ目は大学教育プ
ログラムの改革に結びつく大学と地域との連
携です。これは大学が地域に出て行って地域
の課題に向き合うという実践的教育の開発で、
大学の教育本体にアクティブラーニングとい
うものに入れていこうということです。これ
によって、学部学生や大学院生が地域の課題
に直接向き合い、地域の中で勉強し、力を付
けていくということになるわけです。特に地
域公共人材育成プログラムは、既に京都にお
ける各大学で多様なプログラムが10以上組ま
れておりまして、これを現場で展開するとい
う形になります。
　二つ目は、地域から提起された課題を、プ
ロジェクトとして大学側が受けて展開してい
く地域提案プロジェクトです。これは広域型、
地域連携型、地域特定型などいろいろなもの
があります。実際のプロジェクトとしての内
容は、ヒトおこし、コトおこしなど、人材育成、
産業や地域活動の活性化を通じて地域課題解
決に向けて大学の資源を投入・導入していく
というものです。地域において、学部学生を
中心に若者視点や活力を導入していき、地域
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パートナーシップ）に基づく新たな公共空間
の創出を提起するものでした。具体的には、「公
共」とは国・地方など行政の独占物ではなく、
マーケットセクター（市場・企業）、市民（NPO
地域社会）、そして行政の三つのセクターがお
互いに公共性を分け持って、公共的存在とし
て社会全体を動かしていくような構造を持た
なければならないという、マルチセクトラル
パートナーシップというコンセプトを創出し
ました。そして、そのようなグローカルな社
会を担う人材として、それぞれのセクター内
部に閉じこもらず縦割りの社会を横に繋ぎ、
社会的資源を有効に活用して社会活動を展開
する人たちのことを、「地域公共人材（Glocal 
public human resource）」と規定しました。
　その後、文部科学省が戦略的大学連携支援
事業という補助制度をつくりましたので、京
都におけるLORCの研究成果、特に「地域公
共人材」に関する提起を具体化するために各
大学が集まって、新たな研究プロジェクト（地
域公共人材戦略的大学連携事業）を立ち上げ
て、米国・英国等の先進的制度研究を踏まえ
た日本における人材育成システムを具体化す
る研究を進めることになりました。私たちが
特に注目したのは、ヨーロッパにおける人材
育成のシステムで、共通フレーム、職能の共
通フレーム（EQF）という新たなシステムを
2011年からEU全体で機能させるという動きで
した。
　日本ではこれまで、大学教育は大学教育、
職能教育は職能教育ということで分けてきま
したが、EUレベルでは学位と職能が共通した
フレームで互換性を持ち、しかも国際的な共
通システムとして日本も参加可能なシステム
が運用を始めるということであれば、日本型
の人材育成システムをEQFを参照してつくっ
ていくべきだろうということになりました。
そしてその資格制度を大学・大学院の教育の
中に取り込んで、「地域公共政策士」という社
会の課題に具体的に対応できるような能力を
持った人材の育成システムを大学のプログラ
ムとして展開するという方向付けを、戦略的

に大学が連携していくということです。
　三つ目が、今まで個別的・単発的には行わ
れていた大学と地域との間の情報の流通・共
有を組織的に行っていくことです。相談窓口
やコーディネーターを派遣したり、あるいは
大学における人材や情報の提供、地域支援制
度の情報収集などがそれにあたります。特に
地域支援制度は、各省庁や支援財団などがプ
ログラムを持っておりますが、それらの情報
は必ずしも地域に共有されていませんので、
これをこのプラットフォームを通じて提供し
ていくということです。

機構設立に至る経緯
　機構の設立までは、だいたい10年ぐらいの
経緯があります。そもそも最初にこの構想が
芽生えたのは、文部科学省が進めていた私立
大学の研究高度化事業でした。龍谷大学を中
心にして、国際的な研究者や京都府内の研究
者、地域活動をされている方々、あるいは行
政などの方々に集まっていただいて、2003年
に５ヵ年事業で「地域人材・公共政策開発シ
ステムオープンリサーチセンター（LORC）」
という研究プロジェクトを立ち上げました。
その研究内容は、世界全体の構造転換におけ
る地方分権や協働の位置づけ、そこにおいて
公共政策あるいは公共はどのように変容して
いくのか、そして公共空間が変容する中で地
域社会や人材はどのように力を発揮すること
ができるのか等について、政策そのものでは
なく、政策開発のシステムの研究を行ったの
です。その成果が非常に大きく、プロジェク
トの期間終了後もフェイズ２ということでさ
らに３年間延長され、合計８年間、基本的な
研究が続けられました。
　その研究成果としては、これからの世界は
一方でグローバルと言われながらも他方では
ローカルの方への分権が進み、地域が力を付
けることによって、地域と世界が両方で社会
を動かしていくような構造（グローカル構造）
になるということ（グローカリズム）を確認し、
それに基づいて、ガバナンスや協働（マルチ
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大学連携支援事業の研究で合意形成をしてい
きました。
　その後、その構想を具体化するために、
2008年に一般財団法人地域公共人材開発機構
が設立されました。この財団は、大学が展開
する公共人材を育成するための教育プログラ
ムを、産官学民の４者が集まった認証機関が
社会から見てしっかりとした価値を持ったも
のとなるよう教育の質保証をしていく、「社会
的認証」という仕組みを運用するために設立
されました。既に昨年度末で、大学院レベル
でその資格を持った方々が５名出ており、さ
らに各大学が地域公共人材育成のための新し
いプログラムをどんどんつくっているところ
です。地域公共人材の育成と質保証のための
財団と、それを支える大学連携事業、この二
つができましたので、さらに次のステップと
して、地域にこの人材育成制度や大学連携シ
ステムをもっと具体的に展開するにはどうし
たらいいだろうかということで協議した結果、
二つの方向が打ち出されました。
　一つはこの仕組みを地域社会の中で展開し
て、地域の課題解決に大学が連合体として直
接関わる事業を展開する実践的活動です。も
う一つは、産業界、特に京都の中堅企業・中
小企業を主たる対象に、今それらの企業に最
も求められているグローバルな企業活動に必
要な人材不足に対応する大学教育改革、つま
り、地域社会にしっかりと足場を置いてグロー
カルに企業を展開させていく人材を、産業界
との連携協力によって育成するための実践的
教育改革です。特に京都の中堅・中小企業には、
100年企業や伝統産業が多く、非常にユニーク
で国際的な活動をしています。にもかかわら
ず、そういうところに大学から人材が入って
こないということについて産業界には大学に
対して強い不満があり、教育プログラムレベ
ルでの大学との連携協力が強く求められてい
ます。
　そういう中で、今年度から文部科学省が「大
学間連携共同教育推進事業」という、これは
競争型の資金ですが、5 ヵ年で大型の補助金

を出すプロジェクトを募集しました。京都の
大学地域連携ではこれまでの展開を踏まえて、
①京都府北部を中心とする地域大学連携プロ
ジェクト（９大学、幹事校龍谷大学）と、②
京都の地場産業である、中堅企業・中小企業
の中核的人材育成プロジェクト（５大学、幹
事校京都産業大学）の２件を、それぞれ大学
連携共同事業として申請したところ、両方と
も採用され、合わせて５年間で５億円を超え
る文部科学省の補助金がこの事業のために投
下されることになりました。これによって、
京都の大学連携が、大きな事業を展開できる
条件が揃ったわけです。一般社団法人「京都
府北部地域大学連携機構」はこの５月にその補
助金を見込んで設立されましたが、ようやく
当面の財政的な見通しもついて事業が展開さ
れることになり、現在急ピッチで事業執行体制
の整備と一部事業の実施が進められています。

四つのパイロットプロジェクト
　そもそもパイロット事業を実施することに
なった理由は、京都府北部地域では大学その
ものの存在感が薄いために、大学と地域が連
携することの意義や具体的な効果について地
元側では具体的なイメージがほとんど無く、
地域主体の課題解決の当事者としての地域の
意識が未形成という非常に大きな問題があり
ました。そこで、大学が地域と結ぶことによっ
て、どういうことがどのような形で実現する
のかイメージを持っていただくために、昨年
度から四つの典型的な事例を取り上げてパイ
ロット事業を始めました。その結果、今年度
には地元側から多くの新しいプロジェクト提
案が出される状況になっています。
　パイロットプロジェクトには、広域型、地
域連携型（連携型）、地域特定型の三つのカテ
ゴリーがあり、その下に四つのプロジェクト
が走っています。
　広域型というのは、京都府北部地域（中丹・
丹後）の５市２町の全域が対象となる事業で
す。具体的には、①「地域コトおこし実践者
講座」という、府の農村振興課の委託事業が
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ラー発電や小水力発電等を組み込んだ電動ア
シスト自転車による新たなエコ観光システム
の開発と、それに対するフィジビリティーの
チェックを行い、実際の事業に結びつけるこ
とを目指しています。そのために、モデルルー
トの策定と電動アシスト自転車の観光用に、
新たにその地域の観光情報を自転車向けに収
集し、ナビゲーションシステムに情報化して
載せる開発も行います。これもエコ観光プロ
ジェクト事業協議会が主体となって、各市と
観光協会、それから京都大学の一方井先生や
成美大学、NPOも加わっていただいて進めて
おります。この財源には、京都府の地域力再
生補助金と文部科学省の資金を使わせていた
だいています。
　最後に、③宮津市のバリアフリー観光です。
宮津市には「天橋立」というとびぬけた観光
資源がありますが、近年は観光客の入り込み
がもうひとつだということと、交通システム
がだいぶ変わり、日帰り客が多くなって付加
価値が落ちているということがあるために、
新たな高付加価値型の観光形態を開発するこ
ととしてバリアフリー観光を取り上げました。
それが地域の社会的資源の活用にどのように
結びつくのか、またどれほどの経済効果を与
えるのかについて評価するということで、バ
リアフリー観光の経済効果の分析・評価とバ
リアフリーマップの作製を行う事業を進めて
います。これも、主体をバリアフリー観光推
進協議会として、宮津市と宮津商工会議所、
ホテル事業者、旅行事業者、その他の団体等
に参加していただき進めています。
　このように、パイロットプロジェクトは今
年で２年目になりますが、やらせていただく
ことで、大学と地域の連携協力に関する地域
の見方がずいぶん変わってきています。今年
度、改めてヒアリング調査を各地域で行いま
したが、非常にたくさんのプロジェクト提案
が出てきて、今年度から来年度にかけて文部
科学省の補助金を活用した、大学教育改革プ
ログラムを中心にした事業展開が進み始めて
います。今年度以降は、中期的には以下の四

その内容となっています。次に②（地域）連
携型とは二つ以上の自治体が対象になってい
る事業で、二本のプロジェクトが走っていま
す。このうち連携型Ⅰは、中丹地域３市（福
知山市・綾部市・舞鶴市）が対象となる広域
消費者動向調査です。また連携型Ⅱは、中丹
及び丹後の電動アシスト自転車を利用したエ
コ観光システム開発です。③地域特定型は、
特定の地域を対象にしたもので、今進めてい
るプロジェクトは、宮津市を対象にしたバリ
アフリー観光の試行です。
　簡単にご説明しますと、①「地域コトおこ
し実践者講座」の目的は、農山村地域、特に
限界集落における地域リーダー等の地域活性
化に資する人材育成を目的として、講演会・
実践プロジェクト・スキルアップ講座等を実
施し、京都府北部での人材育成（ヒトおこし）
と地域活動の活性化（コトおこし）を進め、
地域が具体的に動いていく環境整備をしよう
ということです。2011年は、空き家定住対策、
観光ルート開発などいろいろなテーマを対象
に、六つのグループで地域リーダーの方々を
育成するということを行いました。今年度は、
今のリーダーの方々の次にくる次世代リー
ダーの育成ということで事業を進めています。
　それから②の中丹地域広域消費者動向調査
ですが、福知山・綾部・舞鶴という中丹の３
市で横断的な消費者動向調査を実施して、そ
の内容を分析した上で、これまでの商業振興
策の限界を超える新たな商業振興政策案を構
築するというものです。そのために中丹広域
商業圏政策協議会という協議体を作り、行政
と商工会議所、そして、京都大学、龍谷大学
の専門家にも参加していただいています。さ
らにこのプロジェクトは、学生が地域に出向
いて直接アンケート調査等を行い、分析にも
参加して実践的な教育を受けるものです。こ
の事業には、３市が自主財源を予算化し、さ
らに文部科学省の補助金を学生たちが使うこ
とになっています。
　その次に、同じく②の電動アシスト自転車
を利用したエコ観光システム開発ですが、ソー
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つの連携事業カテゴリーを想定して事業を進
めていく予定です。
　（1）大学から発した大学教育改革プロジェ
クト、しかも地域との連携による実践的な教
育プログラムによって大学の教育改革を進め
るためのプロジェクトです。文部科学省の補
助事業が５ヵ年間ありますので、これに則っ
て実質化をしていき、最終的には大学の教育
プログラム本体のカリキュラムなどにきちん
と組み込むようにします。それによって実践
型教育をする体質や体制を、大学単体として、
あるいは京都にある大学の連合体としても
きっちりと構築し、文部科学省の補助金が切
れた後でも大学の連合体がこれを推進し発展
できるような、いわゆる教育プログラム改革
を恒常的に進められるような補助金としてこ
れを活用しようということです。
　（2）地域発の、地域が求めているプロジェ
クトの中で、特に大学との連携が機能するプ
ロジェクトです。これにつきましては、文部
科学省の補助金を使えるわけではありません
ので、国の各種補助事業であったり、あるい
は自治体の財源を一部出していただいたり、
大学としても自主事業として展開する等、い
ろいろな財源を活用して事業を展開するとい
うものです。そのために今年度は各省庁、各
種支援団体の支援の政策や補助事業について
大幅な調査を行い、プロジェクトの展開を進
めていきたいと考えています。もちろんこの
部分については、プラットフォームそのもの
の本来事業ですので、本来事業として展開す
るということです。
　（3）大学から提起する地域連携プロジェク
ト。地域が意識していなくても、大学から見
て地域が取り組むべきと判断される課題があ
ります。例えば原子力発電所の問題で言えば、
原子力発電や石油等の化石燃料に頼らない地
域のエネルギー政策や再生エネルギーを使っ
た地域おこしについては、京都北部地域では、
最優先の事業とは捉えられていないところが
あります。しかし、これは日本全体にとって
は非常に重要な問題で、しかも京都府北部は

多様な再生可能エネルギーがある地域でもあ
りますので、大学側からこのような問題につ
いて情報・人材を出すことで、地域が大学と
連携してプロジェクトに取り組む場合もあり
得ます。世界・日本全体を見渡しながら、こ
の地域に必要であろうプロジェクトを地域に
提案していくのも大学の一つの重要な役割だ
ろうと思います。
　（4）最後に、人材交流や人材の活用、ある
いは人材情報の共有化ということです。どこ
の大学にどういう専門の先生がいて、どうい
うことに使え、連携できるのかという情報の
流通も、このプラットフォームが担わなけれ
ばならないということです。
　以上の四つのカテゴリーの分類は、北部機
構の構成員である地域や大学、NPOの皆さん
に作業部会に入っていただいて、最終調整を
しているという段階です。
　また、機構自体については、プラットフォー
ムとしての機能と共に、自主事業はどうする
のかということがあります。なぜならば、機
構はプラットフォームとして対象を決め、具
体的にプロモートしていくことが目的の組織
ですが、プラットフォームにのせていく事業
に対するニーズの把握やそのニーズを調整し
て事業の形をつくっていくことは、地域や大
学だけでは十分できない部分もあります。そ
のため機構自らがそのような支援をしていく
必要性があるのです。それから調査・情報収
集についても、機構が独自に新しい地域の動
向や政策の動向を踏まえながら地域側に提起
し、あるいは地域からのいろいろな提案を受
け止めて新しい政策として展開するような手
助けをさせていただく必要があろうかと考え
ています。さらに、プロジェクト開発支援コ
ンサルテーションが必要と考えています。私
は北部地域に入って４年目になりますが、地
域では、アイデアはあるけれどもプロジェク
トとしてなかなか形にならないということが
非常に多いのです。したがって、アイデアを
プロジェクトとして形にしていくための開発
支援やそれに関するコンサルテーションとい
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の地域貢献という文部科学省が今まさに力を
入れてやろうとしている方向性に沿うもので
はありますが、それを個々の大学が受け止め
ると同時に、個々の大学だけでは対応できな
いところを大学が連携する、その連携が地域
との連携に明確に活かされる形で展開する仕
組みとして、この連携機構を機能させていき
たいと考えています。
　今後の展開としては、大学教育の改革とと
もに、この地域再生のための地域大学連携を
京都府全域に展開していきたいということ、
さらには関西連合や全国に向けて、「地域公共
政策士」という資格制度とそれに伴う教育の
質保証フレームを全面的に展開していきたい
と考えています。

富野 暉一郎（とみの・きいちろう）

株式会社ヘリオス取締役社長を経て、昭和59年11
月逗子市長に就任。平成６年島根大学法文学部教
授に就任、平成11年４月龍谷大学法学部教授、平
成23年４月政策学部の発足に伴い政策学部教授と
なり現在に至る。
逗子市長時代には市民自治に基づく行政を推進す
るとともに、神奈川県市町村研修センター理事、
全国青年市長会理事を務め、また世界市長会議に
出席するなど、海外において日本の地方自治に関
する講演・紹介などを精力的に行った。
島根大学及び龍谷大学においては、地方自治論及
び地域経営論の研究を進め、地方自治を地球規模
の新たな枠組みの中に位置付けするグローカリズ
ムを提唱したほか、フィールドワークとして、自
治体国際活動・市民自治および地域社会の発展に
関する調査研究に取り組んできた。
現在は、一般社団法人京都府北部地域・大学連携
機構代表理事も務め、京都府、丹後・中丹管内の
市町村、複数の大学、NPO等が連携して、府北部
の地域課題の解決を推進している。

講 師 略 歴

うのは、プラットフォームとして非常に重要
な役割です。そういう意味で、地域課題の相
談窓口ということで地域の課題意識を受け止
めていく必要があるだろうということです。
最後に、京都の大学連携としては、地域公共
人材を育成する「地域公共政策士」の資格制
度を熱意をもって展開してきましたので、「地
域公共政策士」育成のフレームワークを使っ
て、人材育成や研修等の事業を、自主事業と
して展開したいと考えています。

今後の展開について
　今年度、地域からのヒアリング調査によっ
て、50程度のプロジェクトが大学や地域の自
治体・NPOの皆さんから出されました。それ
らを整理して、10事業に絞って大学連携事業
体に情報提供させていただいている段階です。
それらの事業候補は、公共交通の再編や里山
の再生、地域の歴史に関する記念事業、それ
に大学の知恵を借りたい、市民の意識調査の
新しい手法を開発したい、新しい観光の形態
をつくっていきたいなどというものが含まれ
ます。また地域の高齢者大学・市民大学など
地域で行っている教養系の市民講座をもう少
し高度化して、地域の公共的な活動に展開で
きる人材を育成する仕組みづくりや行政職員
の研修をこの地域全体の５市２町でまとめて
プラットフォームで展開できないかなどの提
案が出されています。
　当然のことですが、私たちは「地域からこ
ういう課題を出してください」とは一切言っ
ていません。大学は、地域主体の、あるいは
地域が悩んでいる、やりたいと思っている、
やらなければいけない事業を受け止めて、大
学の資源を最大限そこに展開できるような仕
組みを考えているわけです。その時に、単に
地域に貢献するだけではなくて、それが大学
教育の改革と連動して、大学教育の質の向上、
大学で学習する学生や大学院生の能力を高め
ていくアウトカムを明確にしていくような大
学教育のあり方を実現できる事業を展開する
つもりです。その方向性は、もちろん、大学


